






司法裁判所に提訴Ll),次の 2点を主張 Lた,第 1に.｢次の行為により,フランスは国連
憲章 2条 1項に規定される国連加盟国間の主権平等原則を無視する形で他国領域において
権限を術催 し得ないという原則に違反 したoすなわち,刑事に関する普遍的管轄権 を一方
的に主張したこと (ens'attribuantunilatEralement),並びに自国の公序維持に関する職







意に裁判管轄権を基礎付ける｣ と主張しているOさらに, コンゴは提訴 と同時に仮保全措
置を申請 し,｢メオ大審裁判所予審判事による刑事手続の即時停止を命じるよう｣裁判所に















355 Flij際司法裁判TijTJ 7ランスにおける刑弔7-能事什 (仮保全措置命令 2OO3年 6月17日l
いないため, ト.カラ氏 (M Jean-YvesdeCara)を特fT.･1fJ事として任命 した4'(命令 3
-9項)｡
本什の事実は次の通 りである｡2OOlf=12月5日,人権イ呆適lfl体 5)かパ リ人膚裁判所検事it:_
に対 し.｢コンゴ内でコンゴ匝l籍者に対 してなされた人道に対す る罪 と拷問6)｣について;Lf
加を提起 し7),その主たる刈象として,コンコ大統領のサス･ンケt/(I)enisSassouNguessol,
内務 ･公共安全 ･韻土管J:JP.大恒のオバ11･fJ軍 (legさnera】PierreOba), コンゴ軍監,TrrTL.'の
ダビラ将軍 (legenさralNorbertDabira), 人統石fi警備隊束のア トT77将軍 (】egenさral
B】aiseAdoua)の 4人か挙げられたo コンコの請求訴状 によれば, この告訴はパ リか らメ


























○ 警察官 ･警察職iiが,検察官の指示に放つきまたは職枠で行 う犯罪祉拠についての情報収集の処


















































































































































































































ない｣と注意を促 している (命令40項)｡ とは言え,応訴意思の表示に関 しては ｢非撤lrlj性
の原則｣か妥当す ると考えられてお り25),7ランスが応訴宣言において明示的に裁判管轄権














































































































しえない(命令32項)39)｡ とは言え,告訴状が メオの検事正に送致 されたのは, ダビラ将軍
が ノオ管轄区域内のヴ ィルパ リシ (Vileparisis)に住宿 を所有 していたためであ ()AO', そ
の他の 3名の コンゴ高官がフランスに ｢所在｣ Lてい7LJ:1､以 上 フランスは譜遍的管轄権
を行使す る根拠 を欠 くo それ放, 7ラン7,が il-_張す るように, メオの予審判事の1-番審坪
手続はダビラ将軍のみを対象 としたものであ り4日,さらに,裁判所か判断 Lたように,オバ
将軍 とア トゥア将軍に関Lては,告訴状記載以降の T･審審理手続に関 Lては-切対象 とさ
れていない と考えるべ きであろう (命令17,37項)42)｡
以上 より,本件で問題 となる具体(1'.Jな7ランスの刑事手続は次の2つである｡1つ 目は,
サ ス ･ンゲソ大統領に関 Lて メオの予審判事か発TTLTL:供述書要請であ り, これか免除侵
害あるいは普遍的管轄権の違法な行使に該 当す るか否かが問題 となる02つHは, タヒラ
将軍に対する勾引状発行であ l), これが普遍的管轄権の違法な行使に該当す るか否かが問
題 となる〔〕このように, コンゴ共和国は違法な普遍的管轄権行使 と刑事裁判免除の侵方を
問題 とLてお r), この主張内容 を見る限 り,-ルギー逮捕状事件 (2002年 2月14日判決)43J
におけるコンゴ民主共和国の主張 と共通 してお り,両事件には類似点が 多く見 られる44)o実
際に,コンゴ共和国は請求訴状において逮捕状 単作を長 々と引用 Lてお り45㌧Jull司が逮捕状
事件判決 を自らの+_張の根拠 とみな Lていることは明 らかである｡言 うまで もな く, コン
ゴは,国際犯罪の被疑者であって も政肘高Itl rとr)わけサス ･ンゲソ大統領)には絶対的
な刑事裁判免除が認め られ るとい う主張を根拠付け るために,逮捕状事件判決 を積極的に













cBelg.que),Arretdu14fEvrler2002国際F.lil､裁1'u所判例研究会 榊 野真群t執筆)｢2000年 I












































































































































































































































































































































































































335国際161法裁判所 7ランスにおける)川弔手紙~酎ノト(伽保全結滞命令 2003年 6月17｢r)































八 97)なれ 垂非院はコンコ国家側のt蛸 占什二をLJLめ,被't,'･捌二対してそれぞれ15OOOユーロを支払う
七 よう命じているu《Congo leprocをsdes《disparusduBeach≫･acqu】ttementdesofflCiers
supELrleurSdel'armeeetdelap()1ccさ.articledu18a(A)ut20()5(http.//www.irlnneWSOrg′
Frenchreportasp7ReportIT)-6265&Se】ectRegi(Jn-Afrique),C()ngopage.com,《DISparuSdu
beach･leverdlCteStune"maChilatiMl"(eomitedesfall】Jles)≫,articledL117a8ut2005
(http://wwwcongopagec｡nl/artlCle.php3,'id_artlC】e-2730)
98)CU Commuliquさsdepresse2003/21,2004/22.21)()4/38,2005/1
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岡 法 (55-21334
側の再抗弁吾提出か2007年8月10日に設定されており99),本作の本案審矧 こ関する目頭陳述
の開始は,早 くても2()07年以降にずれ込むことになる,なお,現段階では7 ランス破鮎院
れることになれば,ダビラ将軍他に関する刑部訴訟が提起される叶能性がなくなるため,
コンゴの本案請求は目的を消失し,事案かムーー ト化す ることは避けられない｡というのも.
コンゴの本案請求では,普遍的管轄権の過は･な子il史と免除侵'Hを法的根拠 (moyens de
droit)としつつ,その帰結として,7ランスが r審審理手続と訴追行為を取消すこと(faire
annuler)を裁判所に請求しているからてあるInO)｡
99)CI.J.C()mmuniquedepresse2005/17
10)周知のように,核実験事件 (1974牛判決)におけるrCJのムーー トネス判断では,核実験の違ijこ
件確認請求と核見解の差止請求の2つの請求に関して,後者が殻終的な臼的 (the.,riglnaland 八
ultimateobjective)であり,前掛i後荷の刊立てしかか -(0.ユlyameanstoanend)と判断 六
され,フランスの核実験終了ili請によって後F.-が実現された以上.前者に応える必要はない,と
述べられている (I.CJRL,Porゎ7-q74,p1263,para.30)D裁判所のこの判断を本什にあてはめれ
ば.腎車苫権1T他に関する違法件確認請求と7ラノ71の7,番手続に関する取消請求の2つの計IEに関
して,後者が巌終E]的であり.前者は複名のT-I-1Lてしかないため.予審手続が取消された場合に
は,前掛二答える必要はなく,コンゴの占IL]:JtはHTJIJを失うことにな/'う,
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